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マーケティングにおける情報過負荷研究の展開
永井　竜之介
要　旨
情報過負荷（information overload もしくは choice overload）の研究は外部環境の変化と、
それに呼応した消費者行動の変化に対応して様々な研究成果が蓄積されてきている。外部環
境の変化の中でも近年におけるメディア環境の変化は著しく、消費者の意思決定プロセスは
大きく変化してきている。そして、消費者の直面する情報過負荷もより多様に、より複雑に
変化してきている。現在の消費者が直面している混乱状態を把握するために、情報過負荷を
細分化して捉える必要性を主張する研究が増えている（Walsh et al. 2007; Walsh and Mitchell 
2010; Wang and Shukla 2013）。そこで、本稿では Walsh et al.（2007）が提示している混乱状
態の定義である、情報の類似性による混乱、過負荷による混乱、曖昧性による混乱の 3 種類
に基づき先行研究のレビューを行い、研究成果を整理している。先行研究レビューから、今
後の研究課題として、（1）情報過負荷による混乱状態を分類した研究の展開、（2）消費者に
よる評価情報と曖昧性による混乱に関する研究、（3）複数メディアを用いた探索経験を想定
した研究を提示している。
1.　はじめに
消費者を取り巻く環境の変化に応じて、これまで数多くの情報過負荷研究が蓄積されてき
た。マーケティングにおける情報過負荷研究への注目は、1970 年代初めのブランド数増加を
契機に高まったとされ（Eppler and Mengis 2004）、2000 年以降には E コマースを対象とし
た研究が増えるなど、40 年以上にわたって様々な視点からの研究が活発に行われている。環
境変化の中でも、特に近年著しい変化を見せているのがメディア環境、コンピュータ媒介環
境 (1) である。コンピュータ媒介環境の発展は消費者の意思決定プロセスに変化を及ぼすと指
摘されているように（Winer et al. 1997; 新倉 2000）、情報技術の進化が進むにつれて消費者
の情報探索の手段、方法や利用できる情報の性質は変化を続けている。そして、清水（2013）
は、スマートフォンの普及はこの環境変化に拍車をかけていると指摘している。
(1) コンピュータ媒介環境は「情報技術・相互作用性・カスタマイゼーションに関するスポンサーとユー
ザーとの間のリンク」と定義される（Winer et al. 1997; 新倉 2000）。
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本来、インターネットは消費者の情報処理能力をサポートし、情報過負荷を緩和する役割
を果たしていた（Edmunds and Morris 2000）。キーワードの検索によって、意思決定に必要
となる情報が検索結果として表示され、その限られた検索結果を活用して、消費者は容易に
合理的な意思決定を行うことができるようになった。しかし近年においては、ネットメディ
アを通じて発信、受信される情報量の爆発的な増加が顕著となっている。そのため青木他
（2012）は、膨大な量の検索結果によって消費者は新たな情報過負荷を誘発されているので
はないか、と問題提起している。
Iyengar and Lepper（2000）は、過剰な選択肢は買い物客の関心を高く引くものの購買意
思決定には逆効果であることを示した。過剰な選択肢は消費者の関心を引くことには効果的
であるが、消費者は情報過負荷に陥り、購買意思決定の回避を選択してしまうためであると
指摘している。しかし現在の消費者は、店頭での商品数や発信される情報にただ受身となっ
てはいないのではないだろうか。現在、消費者が商品数の多さから情報過負荷を起こして購
買を延期、中止するとは限らない。その場でスマートフォンを使って情報探索を行い、「売
れ筋商品はどれか」、「口コミ情報にはどんなものがあるか」について調べて購買に至る消費
者が相当数いるはずである。2012 年におけるスマートフォンの保有率は 29.3％まで高まって
おり (2)、スマートフォンユーザーの約半数が「店頭で商品を見ながら、気になったことをス
マートフォンで検索する」と回答した調査結果が出ている (3)。
情報探索の結果、情報が多すぎたり、曖昧であったり、似通っていたりするために混乱す
るという現象は、日常的に起こっていると考えられる。ただし、ここでの情報過負荷を選択
肢過多による情報過負荷と同一視してよいのであろうか。提示された選択肢が多いことによ
る情報過負荷と、能動的な情報探索の結果陥る現在の情報過負荷から消費者が受ける影響は
同じものとなるのであろうか。こうした問題意識から、本稿では情報過負荷を発生させる情
報を分類して先行研究を捉え直し、研究成果の整理を試みている。
情報過負荷を細分化して捉える必要性は以前から指摘されていたが（Malhotra 1982; 
Mitchell and Kearney 2002）、その重要性は近年高まってきている（Walsh et al. 2007; Walsh 
and Mitchell 2010; Wang and Shukla 2013）。本稿では、蓄積されてきた情報過負荷研究の概
観をレビューしたうえで、細分化して捉える必要性を確認し、分類に基づいて先行研究にお
ける研究成果を整理することから情報過負荷研究の展開を捉える。そして、現在の消費者行
動の解明に必要となると考えられる今後の研究課題を導出していく。
(2) 総務省 「平成 23 年度通信利用動向調査」より。
(3) 博報堂 DY グループ 「全国スマートフォンユーザー 1000 人調査」分析結果報告より。
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2.　情報過負荷による混乱状態の細分化
2-1　情報過負荷の定義
情報過負荷という現象の代表的な定義としては、次の 2 つがあげられる。Jacoby et 
al.（1974）は、情報過負荷を「人が理解して処理する能力には限界があり、その限界を超え
た場合には混乱し、機能障害行動を起こしてしまう現象」と定義している。また、Herbig 
and Kramer（1994）では、「消費者に対して必要以上の情報が提示され、負担が過大にかか
ることによって、意思決定や判断に逆効果が及ぼされる現象」と説明されている。本来、利
用可能な情報や選択肢が豊富にあることは消費者の意思決定に対して正の影響をもたらすと
考えられるが、消費者が処理しきれなくなった場合には逆に負の影響をもたらしてしまう現
象が情報過負荷である。本稿で強調したい点は、情報過負荷は必ずしも情報量が多いことに
よって引き起こされるのではなく、情報の性質によっても引き起こされると定義されている
ことである（Schneider 1987）。
2-2　情報過負荷研究の概観
これまで蓄積されてきた情報過負荷研究を整理するにあたって、本稿では情報過負荷の発
生要因、情報過負荷が消費者へ与える影響、情報過負荷下における消費者の意思決定方法、
情報過負荷研究への反論という 4 つに着目して整理を行っていく。
まず情報過負荷の発生要因について、Eppler and Mengis（2004）はマーケティング、会
計、組織科学、経営情報システムの領域における情報過負荷研究の包括的なレビューを行
い、発生要因を次の 4 つに分類している (4)。1 つ目の発生要因は、消費者それぞれの情報処理
能力や経験量、年齢、態度、モチベーションといった個人特性である。初期の研究では考慮
されていなかったが、モチベーションに焦点を当てた Muller（1984）を皮切りに、発生要因
として指摘されるようになっている。2 つ目は、情報の性質である。情報の量が多いことに
よって引き起こされる場合に加えて（Jacoby et al. 1974; Iyengar and Lepper 2000）、情報の質
（Keller and Staelin 1987）や、情報の不確実性、曖昧性、新規性、複雑性、インパクトの大
きさによっても引き起こされることが明らかとなっている（Schneider 1987）。3 つ目は、情
報探索、情報処理におけるタスクとプロセスである。ルーティーンの少ないタスクを行う場
合や時間圧力が設けられた場合（Haynes 2009）には、情報過負荷が発生しやすくなること
が指摘されている。そして 4 つ目は、情報技術である。情報技術の発展によるインターネッ
トやコミュニケーション・ツールの進化は、4 つの中でもより大きな発生要因と考えられて
(4) Eppler and Mengis（2004）において分類されている情報過負荷の発生要因は「個人特性」、「情報の性
質」、「タスクとプロセス」、「組織デザイン」、「情報技術」の 5 つだが、「組織デザイン」は消費者行動
から外れるため本稿では 4 つを取り上げている。
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いる（Eppler and Mengis 2004）。
次に、情報過負荷が消費者へ与える影響についての研究があげられる。情報過負荷が消費
者へ与える影響として頻繁に指摘されているのが、意思決定の正確性の低下である（Malhotra 
1982; Jacoby 1984; Keller and Staelin 1987; Lurie 2004）。消費者が処理する情報量と意思決定
の正確性は、一定の値までは正の相関を示すものの、閾値を超えると低下し、逆 U 字の関
係となることが明らかとなっている（Jacoby 1984; Eppler and Mengis 2004）。また、満足度
の低下（Jacoby 1984; Iyengar and Lepper 2000; Chernev 2003）、購買意思決定の回避（Iyengar 
and Lepper 2000）、情報処理速度の鈍化（Jacoby 1977; Braun-LaTour et al. 2007）、モチベー
ションの低下（Malhotra 1984; Herbig and Kramer 1994）、ロイヤルティの低下（Foxman et 
al. 1990; Mitchell and Papavassiliou 1999）なども情報過負荷が消費者に及ぼす影響として指
摘されている。
また、情報過負荷に陥った消費者の意思決定方法についても研究が行われている。情報
過負荷に陥った消費者は、ヒューリスティックを用いて決断を単純化させることが指摘され
ており（Swait and Adamowicz 2001）、価格をヒューリスティックに用いることや（Mitchell 
and Papavassiliou 1999）、他者の行動をヒューリスティックに用いて意思決定を行うことが
明らかとなっている（Simpson et al. 2008）。
一方で、情報過負荷に対して反対的な研究もある。情報過負荷研究の主張に対して疑問を
投げかけ、Arnold et al.（1983）は、特に小売店においては豊富な選択肢を提供することに
よって競争優位を獲得することができると主張している。また、現在の消費者の嗜好性は多
様化を増しており、豊富な選択肢があることは多様性を増す消費者を満足させる確率を高め
るという指摘もある（Anderson 2008）。Boatwright and Nunes（2001）は情報過負荷が消費
者に与える影響については頑健性を認めたうえで、それでも現実には選択肢を絞り込むこと
は売上に正の影響を与えていないと指摘している。小売店を主体とすると、製品ラインにお
ける差別化が進むことは消費者の知覚品質を高め、カテゴリー内におけるブランド多様性の
高さは競争優位の獲得につながるという主張もある（Berger et al. 2007）。
このようにマーケティングにおける情報過負荷研究では、数多くの研究成果が蓄積され
ている。しかし、これら先行研究の多くはブランド数、パッケージの類似性、製品属性の情
報数といった限定的な情報をもとに実験が行われている。そのため発生要因が限定されすぎ
ており、市場において消費者が経験する混乱状態を多面的に捉える事が出来ていないと指摘
し、混乱状態をより細分化して捉える必要性を主張する研究が近年増えてきている（Mitchell 
and Papavassiliou 1999; Turnbull et al. 2000; Walsh et al. 2007; Walsh and Mitchell 2010; Wang 
and Shukla 2013）。
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2-3　情報過負荷による混乱状態の細分化
21 世紀を前にして既に、あらゆる意思決定の場面において消費者が混乱状態に直面する
時代が訪れたと Snider（1993）は述べている。それほどに、消費者を取り巻く外部環境は変
化していた。そして、Turnbull et al.（2000）は社会経済的要因、政治的要因、競争要因とと
もに技術変化が加速することによって、消費者はこれまで以上に高いレベルでの混乱状態に
直面していると説明している。そして、そのために消費者の混乱状態、発生要因、結果につ
いてより深掘りして研究を進めていく必要があると強く主張している。
この主張に応える研究として、情報過負荷による混乱状態を細分化して捉える視点を提
示する研究が出てきている。Mitchell and Papavassiliou（1999）は、増え続ける製品数と製
品に関する情報量は消費者に過剰な負担をかけて混乱させ、その結果ストレスを感じて苛
立っている消費者の現状を指摘している。そして、消費者が最適ではない意思決定を行って
しまっている状況を問題視し、消費者の陥っている混乱状態の解明のために混乱状態の細分
化を提示している。先行研究において用いられた情報の種類を整理し、消費者に混乱を発生
させる情報を、過負荷（overload）、不適切性（inadequate）、曖昧性（ambiguous）、不一致
（conflicting）、虚偽性（misleading）の 5 つに分類して捉えることで、混乱状態をより解明で
きると指摘している（Mitchell and Papavassiliou 1999）。
さらに Walsh et al.（2007）は、近年ますます選択肢の過多、マーケティング・コミュニ
ケーションの増大、ブランド間の差異減少、情報と情報源の複雑化が進んでいるために消費
者は常に混乱状態を経験していると説明し、消費者の混乱傾向を分類して考える必要性を主
張している。そして、先行研究のレビューから混乱の定義と混乱状態を整理し、混乱状態を
発生させる情報を分類して、尺度の開発と適用を試みている。Walsh et al.（2007）の提示し
た分類は、情報の類似性（similarity）、過負荷（overload）、曖昧性（ambiguity）の 3 種類で
ある。まず情報の類似性による混乱は、「カテゴリー内の異なる製品が外見上、もしくは機
能上類似していると考える消費者の傾向」と定義されている。具体的には、パッケージや
色・形といった製品属性に加えて、広告や人的コミュニケーション、店舗環境からの刺激が
似通っている場合を意味している（Walsh et al. 2007; Wang and Shukla 2013）。次に、情報の
過負荷による混乱は、「代替製品を比較、理解するために処理可能な量を超えた製品情報や
選択肢に対処する際に消費者が直面する困難」と定義されている。具体的には、情報量や選
択肢数が過剰に多い場合を意味している。そして、情報の曖昧性による混乱は、「製品に関
する情報や広告における不確かな情報、誤解を招く情報、曖昧な情報を処理する際の消費者
の許容範囲」と定義されている。具体的には、製品属性が曖昧な場合や誇大広告、消費者の
評価情報の不一致が含まれる。
この分類に基づいて、Walsh et al.（2007）は類似性、過負荷、曖昧性による混乱がそれぞ
れ、「意思決定の延期」と「ブランド・ロイヤルティ」に与える影響を調査している。その
マーケティングにおける情報過負荷研究の展開
— 110 —
結果、「意思決定の延期」を最も高めるのは過負荷による混乱であり、「ブランド・ロイヤル
ティ」を最も高めるのは曖昧性による混乱であることを明らかとしている。前者は、情報処
理により長い時間を消費者に必要とさせることで意思決定の延期を導き、後者は、曖昧性に
よる混乱に陥った消費者は同じ店を利用したり同じブランドを利用したりして、ブランドを
ヒューリスティックに用いるためにロイヤルティを高めると説明している。同様の定義に基
づき、Walsh and Mitchell（2010）では 3 種類の混乱状態が、「消費者のクチコミ行動」、「市
場への信頼」、「満足度」に与える影響を調査している。調査の結果から、類似性による混乱
が「市場への信頼」に与える負の影響と「満足度」に与える負の影響、過負荷による混乱が
「クチコミ行動」に与える正の影響と「満足度」に与える負の影響、曖昧性による混乱が「ク
チコミ行動」に与える正の影響が明らかとなっている。
また、Wang and Shukla（2013）はこの分類を用いて 3 種類の混乱状態が選択目標に与え
る影響を調査している。Bettman et al.（1993）の提示した消費者の選択目標のうち「評価コ
ストの最小化」、「負の感情の最小化」、「選択に対する自信の最大化」という 3 つに着目し (5)、
混乱状態によってそれぞれどのような影響を受けるかについて検討している。調査の結果か
ら、「評価コスト」は類似性による混乱と曖昧性による混乱によって高められること、「負の
感情」は 3 種類すべての混乱によって高められること、そして「選択の自信」は過負荷によ
る混乱と曖昧性による混乱によって減少させられることが実証されている。
このように、情報過負荷による消費者の混乱状態をより解明するために、混乱状態を分類
した研究が出てきている。とりわけ、Walsh et al.（2007）の定義した 3 種類の混乱状態は、
尺度開発が行われ定量調査が進められている。これは、情報過負荷研究の調査は実験に偏っ
ており、他の手法による調査の必要性を訴える Eppler and Mengis（2004）に応える研究と
なっている。そのため、本稿では Walsh et al.（2007）の定義に基づき、情報過負荷を引き起
こす情報の性質を類似性、過負荷、曖昧性の 3 つに分類する視点から先行研究のレビューを
行う。そして、先行研究における研究成果がどの混乱状態下に該当するものなのかを整理し
ていく。
3.　細分化の視点からの先行研究レビュー
マーケティングの研究領域において、消費者を対象とした実験または調査にて実証研究を
行っている情報過負荷研究をレビューし、情報過負荷を引き起こしている情報の種類から研
究成果の整理を行う。本稿では、過去の主要な先行研究と直近 5 年程の先行研究の 2 つに分
けて整理を行っていく。その理由は、ネットメディアの多様化やスマートフォンの普及が急
(5) Bettman et al.（1993）の提示した選択目標には、他に「選択の正確性の最大化」と「選択の正当化の容
易さの最大化」がある。
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速に進んだ環境変化を受けて、環境変化に対応した研究の実態を確認するためである。過去
の主要な先行研究と、近年の先行研究の整理を時系列的に行うことによって、本研究分野の
展開を確認するとともに今後の研究課題を導出していく。
3-1　主な先行研究の整理
Jacoby et al.（1974）は 153 名の大学生を対象に、洗濯洗剤のブランド数（4, 8, 12）とブラ
ンド毎の情報数（2, 4, 6）を組み合わせた 8 から 72 の情報数を提示して実験を行っている。
その結果、提示する情報量が増えるにつれて消費者の知覚する満足度は高まり、知覚する混
乱は低下する一方で、選択の正確性は逆 U 字の関係となることが明らかとなった。Malhotra
（1982）は首都圏の男女 300 名を対象に、家の選択肢（10, 15, 20, 25）と製品属性（15, 20, 
25）を組み合わせて個別に情報カードとして提示し、アンケート調査を行っている。調査の
結果、10 以上の代替製品や 15 以上の製品属性が与えられた場合に消費者は情報過負荷を発
生させて、選択の正確性と満足度に機能障害効果が及ぼされることが確認された。これら 2
つの研究では、選択肢数と属性情報数を操作することによって、類似性による混乱と過負荷
による混乱が発生していると考えられる。
Muller（1984）では、スーパーマーケット 2 店舗を用いて缶スープ、ケチャップ、マカロ
ニとチーズの惣菜、マヨネーズ、シリアルという 5 つの商品についてブランド数（1, 2, 3）
と POP に記載される製品属性数（1, 2, 4, 8）、属性情報の重要度（高い , 低い）を組み合わせ
て、2 週間の売上の推移がどうなるかについて実験している。その結果、製品属性数、ブラ
ンド数、製品属性の重要度それぞれと売上との間に有意な相関は確認されなかった。そして
一連の実験から、消費者にかける情報処理負担の増加は、情報の利用を妨げることにはつな
がらないと主張している。Keller and Staelin（1987）は MBA2 年目の学生を対象に、まず仕
事に関する 17 の属性情報の重要度を調査し、その上で 5 つの仕事の選択肢について情報量
（4, 8, 10, 12）と情報の質（重要度の合計値が 365, 510, 655, 800(6)）を組み合わせて提示して実
験を行っている。その結果、情報量の増加と同様に、情報の質の向上からも消費者は情報過
負荷を発生させることが明らかとなった。これら 2 つの研究では情報量に加えて情報の質が
操作されており、消費者は類似性による混乱、過負荷による混乱、曖昧性による混乱をすべ
て発生させていると考えられる。
Iyengar and Lepper（2000）は、まず実験 1 では高級食品スーパーを用いてジャムの製品
数（6, 24）を操作してブースを設置し、2 日間の「ブースに立ち止まった人数」と「売上」
について実験している。その結果、6 種類のジャムのブースで立ち止まった人の割合は 40％
でそのうち購買した人の割合は約 30％であったのに対して、24 種類のジャムのブースで立
(6) 誤差プラスマイナス 35 で 4 段階に分類している。
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ち止まった人の割合は約 60％と高い一方で購買した人の割合はわずか約 3％に留まることが
明らかとなった。実験 2 では 193 人の学生を対象にエッセイの課題を与え、その選択肢数
（6, 30）を操作して「課題の提出数」と「課題の質」について実験している。実験の結果、6
種類の選択肢からテーマを選んだ学生の提出率は約 70％であるのに対して、30 種類の選択
肢からテーマを選んだ学生の提出率は約 60％であることが分かった。また、課題の質にお
いても 6 種類の学生の方が形式、内容ともに優れていることが明らかとなった。実験 3 では
134 人の学生を対象に、チョコレートの選択肢（6, 30）を操作して提示し、欲しいものを 1
つ選ばせた後に試食の機会を操作（自身が選んだチョコレート , 指定したチョコレート）し、
その後に謝礼の選択（5 ドル , 5 ドル相当のチョコレート）をさせるという実験を行ってい
る。その結果、「6 種類から選択した学生」は「30 種類から選択した学生」と「選択肢を与
えなかった学生」に比べて、意思決定が早く、選択肢の数を適当と感じ、選択の楽しみは低
いが、満足度は高く、謝礼においてチョコレートを選択する割合が高かった。ここでは謝礼
の選択を購買行動とみなしており、選択肢を制限された人ほど購買を行うという実験 1 と同
様の結果が得られたこととなった。この研究では、消費者に提示する選択肢数を操作し、過
負荷による混乱に陥った消費者の反応を「関心」と「購買」に分けて明らかにしている。
以上の先行研究について整理したものが表 1 となる。
表 1　主な先行研究一覧
研究名 手法 情報の種類
類
似
性
過
負
荷
曖
昧
性
主なインプリケーション
Jacoby et al.
（1974）
実験 ブランド数とブランド情報
数
○ ○ 情報量が増えるにつれて消費者の知覚
する満足度は高まり、混乱は低下するが、
選択の正確性は逆 U字の関係となる
Malhotra
（1982）
調査 製品数と製品属性 ○ ○ 情報過負荷が選択の正確性と満足度に
与える機能障害効果を確認 
10以上の代替製品や 15以上の製品属
性が与えられると情報過負荷を発生さ
せる
Muller（1984） 実験 ブランド数、スーパーマー
ケットの POPにおける製品
属性数と製品属性の重要度
○ ○ ○ 製品属性数、ブランド数、製品属性の
重要度それぞれと売上との間に有意な
相関は認められなかった
Keller and 
Staelin（1987）
実験 仕事の選択肢における情報
量、情報の質
○ ○ ○ 情報量の増加と同様に、情報の質の増
加も消費者に情報過負荷を発生させる
Iyengar and 
Lepper（2000）
実験 実験 1：ジャムの種類実験
実験 2：エッセイの選択肢数
実験 3：チョコレートの種類
○ 情報過負荷に陥った消費者は関心は高
く持つものの、購買に至る割合は低下
する
3-2　近年における先行研究の整理
Chen et al.（2009）は架空の E コマース・サイトのページを作成し、その画面上で情報量
（5 ブランド×20 種類，5 ブランド×8 種類）とフィルタリング機能（あり，なし）を組み
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合わせて提示し、224 人の学生を対象に実験を行っている。架空のサイトには製品の写真、
属性情報が記載され、「詳細」をクリックすると別ウィンドウで詳細情報のページが出るよ
うに作られている。また、フィルタリング機能がある場合には売上順、属性別、ブランド別
に情報が表示されるように設定されている。実験の結果、消費者のネットショッピングの経
験が豊富な場合と情報フィルタリング機能がある場合には情報過負荷の発生が緩和されるこ
とが実証された。同様に架空の E コマース・サイトを作成して、ネット購買プロセスにおけ
る消費者の情報過負荷を対象とする研究が増えている。Park and Lee（2008）は評価レビュー
の数と種類を組み合わせて提示し、消費者の関与度を操作したうえで実験を行っている。そ
の結果、eWOM（ネット口コミ）における情報過負荷の発生を確認し、eWOM の数が多い
ほどに消費者の知覚する製品人気は高まるが、購買意向は逆 U 字を示すことが明らかとなっ
た。また、Sicilia and Ruiz（2010, a）はパソコンの製品数と属性情報数を組み合わせて提示
する実験を行い、情報過負荷に陥った消費者の情報処理速度は鈍化するものの、態度は好意
性を保つことを示している。Sicilia and Ruiz（2010, b）では、パソコンの属性情報数を操作
して提示する実験から、情報量と消費者の製品情報に関する反応数が逆 U 字の関係となるこ
とを指摘している。 Aljukhadar et al.（2012）も同様にパソコンの製品数と属性情報数を組み
合わせて提示する実験から、情報過負荷を発生させた消費者はサイト上の「推奨機能」の利
用と受入の割合を高めることを指摘している。これらのうち、 Park and Lee（2008）と Chen 
et al.（2009）は 3 種類すべての混乱状態を発生させており、また Si cilia and Ruiz（2010, a）
と Sicilia and Ruiz（2010, b）、 Aljukhadar et al.（2012）においては類似性による混乱と過負荷
による混乱を発生させていると考えられる。
購買ではない場面を設定した Haynes（2009）や Sellier and Dahl（2011）の研究もある。
Haynes（2009）は懸賞の種類を操作して消費者に提示し、どの懸賞に応募したいかについて
尋ねる実験を行っている。その結果、選択肢が多いことによって情報過負荷を発生させた消
費者は選択の満足度を低下させる一方で、選択に対する後悔を減少させることが指摘されて
いる。Sellier and Dahl（2011）ではクラフトに用いる糸の色の種類や材料の形状の種類を操
作する実験を行い、実際に被験者にクラフト・アートを作成してもらって創造性を測定して
いる。実験の結果、経験豊富な消費者は選択肢を制限されることによって逆に創造性を高め
ることが明らかにされた。これら 2 つの研究は情報量を操作し、過負荷による混乱状態を被
験者に発生させている。
また、情報過負荷と他のフレームワークを組み合わせた研究には Diehl and Poynor（2010）
や Messner and Wanke（2011）がある。Diehl and Poynor（2010）では期待不一致モデルを
用いて、事前の期待値と事後の満足度との差に注目して情報過負荷の影響を実験している。
Messner and Wanke（2011）では無意識的思考理論を用いて、意思決定前に無意識的思考を
行う時間を設定した被験者は情報過負荷を発生させずに、選択肢が多いほど満足度を高める
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と指摘している。これらはともに過負荷による混乱についての研究となる。
須永（2010）では、スーパーマーケットを用いて POP の種類（音声，映像）と内容（情
報提供型 , 情緒訴求型）に焦点を当てて実験を行っている。実験から、映像 POP よりも音声
POP の方が POP 認知度と販売促進に効果的であること、また情報提供型の POP よりも情緒
訴求型の POP の方が販売促進に効果的であることが示された。これらはともに、より消費
者に与える情報処理の負担が少ない POP の方が有効であることを意味している。この研究
は過負荷による混乱を発生させたものと考えられる。
Goodman et al.（2013）は、選択肢の数によって情報過負荷に陥った消費者にとって推奨
サインがどういった効果をもたらすかについて実験を行っている。実験から、推奨サインが
あることによって消費者は意思決定をより難しく感じるようになることが明らかとなった。
これは過負荷による混乱状態下における推奨サインの効果を検討した研究である。
Simpson（2008）は独自に観察傾向と情報過負荷の尺度を開発し、情報過負荷に陥った消
費者のリスク回避傾向、自己評価、市場接点、観察傾向、社会適合性、認知欲求、情報過負
荷についてアンケート調査を実施している。ここでは消費者の認知するブランド選択にお
ける混乱状態を調査しており、混乱状態を判別することはできない。また、前述のように
Walsh and Mitchell（2010）と Wang and Shukla（2013）はともに、Walsh et al.（2007）に基
づいてアンケート調査を実施し、3 種類の混乱状況の与える影響の違いを明らかにしている。
以上の、近年における先行研究を整理したものが表 2 となる。
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表 2　近年における先行研究一覧
研究名 手法 情報の種類
類
似
性
過
負
荷
曖
昧
性
主なインプリケーション
Simpson et 
al.（2008）
調査 リスク回避傾向、自己評価、
市場接点、観察傾向、社会適
合性、認知欲求、情報過負荷
についてアンケート調査
情報過負荷に陥った消費者にとって他
者の行動は重要なヒューリスティック
となる
Park and Lee
（2008）
実験 評価レビューの数と種類
○ ○ ○
eWOMにおける情報過負荷の発生を確
認
eWOMの数が多いほど知覚製品人気は
高まるが、購買意向は逆 U字を示す
Chen et al.
（2009）
実験 15分間サイト (一覧ページ
と詳細ページ）を閲覧
情報量とフィルタリング機能
○ ○ ○
サイトの情報フィルタリング機能やネ
ットショッピングの経験は情報過負荷
を緩和させる効果を持つ
Haynes
（2009）
実験 懸賞の種類
○
情報過負荷は選択の満足度を低下させ
る一方で、選択の後悔を減少させる
Walsh and 
Mitchell
（2010）
調査 混乱状態、クチコミ行動、市
場への信頼、満足度について
アンケート調査 ○ ○ ○
「類似性による混乱」、「過負荷による混
乱」、「不明瞭性による混乱」という混
乱状態によって、消費者のクチコミ行
動、市場への信頼度、満足度は異なっ
た影響を受ける
Sicilia and 
Ruiz（2010, 
a）
実験 パソコンの種類と属性情報数
○ ○
情報過負荷に陥った場合、情報処理速
度は遅くなるが、態度は好意性を保つ
Sicilia and 
Ruiz（2010, 
b）
実験 パソコンの属性情報数
○ ○
情報量と製品情報に関する反応数は逆
U字の関係となる
Diehl and 
Poynor
（2010）
実験 実験 1：カードの種類
実験 2：レコーダーの種類
実験 3：背景画像の種類
○
期待不一致モデルを用いて、期待値と
満足度との差に注目
須永（2010） 実験 POPの種類と内容
○
音声 POPと情緒訴求型 POPの方が、
映像 POPと情報提供型 POPよりも販
売促進に効果的である
Messner and 
Wanke
（2011）
実験 菓子の数
○
無意識的思考理論を用いて、無意識的
な思考を行った消費者は選択肢が多い
ほどに満足度を高める結果を導出
Sellier and 
Dahl（2011）
実験 実験 1：糸の色の種類
実験 2：材料の形状の種類 ○
経験豊富な消費者は、選択肢を制限さ
れた場合に創造性を高める
Aljukhadar et 
al.（2012）
実験 パソコンの種類と属性情報数
○ ○
情報過負荷は推奨機能の利用と受入を
促進させる
Wang and 
Shukla
（2013）
調査 スマートフォンユーザーに対
して、過去の購買時における
混乱状態、選択評価、評価コ
スト、負の感情、満足度につ
いて調査
○ ○ ○
3つの混乱状態が、評価コスト、負の
感情、選択の自信に対して与える影響
の違いを検定
Goodman et 
al.（2013）
実験 実験 1：お茶のブランド数、
「Award Winner」サイン
実験 2：バーのブランド数、
「Top Rated」サイン
実験 3：Godivaのチョコレ
ートの種類、「Best Seller」
サイン
○
推奨サインは情報過負荷下での選択を
より困難なものに悪化させる
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4.　マーケティングにおける情報過負荷研究の課題
本稿における先行研究の整理を踏まえて、マーケティングにおける情報過負荷研究の傾向
と、現在の消費者行動の解明に必要となる今後の研究課題を提示していく。
4-1　レビューから導出される傾向
まず、先行研究の整理から明確に導けるのは、情報の類似性による混乱、過負荷による
混乱、曖昧性による混乱のように、混乱状態を分類して消費者への影響を捉えた研究がこれ
までほとんど行われてきていない点である。製品、ブランドの選択肢数とその属性情報数
を組み合わせて、類似性による混乱と過負荷による混乱を混在させた状況下における研究
成果が目立つ（Jacoby et al. 1974; Malhotra 1982; Sicilia and Ruiz 2010, a; Sicilia and Ruiz 2010, 
b; Aljukhadar et al. 2012）。また、実際の小売店を利用した実験（Muller 1984; Iyengar and 
Lepper 2000; 須永 2010）や本物と遜色のない E コマース・サイトのページを作成して用い
た実験（Park and Lee 2008; Chen et al. 2009）では 3 種類の混乱状態が同時に発生している
状況が再現されている場合もあるが、それぞれの影響を個別に見る視点は持たれていない。
Muller（1984）において有意な相関が認められなかった一因は、混乱状態が混在していた
点にあると考えることができるだろう。また、複数の実験を行っている研究（Iyengar and 
Lepper 2000; Sellier and Dahl 2011; Goodman et al. 2013）や他のフレームワークと組み合わせ
て行われている研究（Diehl and Poynor 2010; Messner and Wanke 2011）では情報過負荷を、
過負荷による混乱に限定して扱っている傾向が確認された。
次に、情報の種類において「消費者の評価情報」を扱った研究が極めて少ないことが指摘
できる。大部分の研究では製品やその属性情報が情報として採用されており、POP を用いた
Muller（1984）や須永（2010）はあるものの、いずれも企業が提供する情報に限られている。
Park and Lee（2008）が、実際の評価レビューを模して作成した架空の評価レビューを実験
に用いているが、消費者の評価情報を用いた研究の数は十分とは言えない。
また、先行研究における実験は常に場面限定的な設計で行われている点もあげられる。初
期は店頭における情報過負荷だけを想定しており、メディア環境の変化に呼応して E コマー
スを想定した情報過負荷の研究が加わってきているが、想定される場面は 1 つに限定されて
いる。これは言い換えれば、消費者が情報探索に利用するメディアを 1 つに絞り込んでいる
こととなるだろう。一方、アンケート調査を実施している研究は場面限定的ではないものの、
消費者の記憶や認識、経験に基づいた調査結果となることは避けられない。
4-2　今後の研究課題
今後の研究課題として、まず 1 つ目には情報過負荷による混乱状態を分類して捉えた研究
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の展開を進めることがあげられる。これまでの研究においては、3 種類の混乱状態を混在さ
せて論じていたため、既に一般化されつつある情報過負荷の影響や発生要因について改めて
見直す調査を実施することも必要と考えられる。意思決定の延期、満足度、ブランド・ロイ
ヤルティといった既に指摘されていたものへの影響の見直しが既に行われている（Walsh et 
al. 2007; Walsh and Mitchell 2010）。また、新たにクチコミ行動や選択目標への影響について
も研究が進められている（Walsh and Mitchell 2010; Wang and Shukla 2013）。
その際に、いかにして尺度開発されている 3 種類の混乱状態を実験に適用させるかは大き
な課題となるだろう。本稿では Walsh et al.（2007）の定義に基づいて先行研究の類型化を
行ったが、過去の実験において被験者がどの混乱状態に陥ったかを正確に分類することは困
難であった。特に、類似性による混乱を発生させているかどうかについては判断基準が定ま
りにくい。アンケート調査ではない形で研究を行うにあたっては、類似性、過負荷、曖昧性
の明確な分類の実現が課題となる。また、Eppler and Mengis（2004）は、情報過負荷研究の
手法は実験に偏っており、定性調査による研究の必要性を主張している。そのため、インタ
ビュー調査やアクションリサーチ、エスノグラフィ調査、ケーススタディの適用も今後の課
題として考えていきたい。
2 つ目の研究課題には、消費者の評価情報を用いた研究があげられる。先行研究において
用いられる情報は製品数や製品属性数、またはその性質に偏っているが、現実に目を向けて
みると消費者の評価情報が原因となって発生する情報過負荷が増えてきているのではないだ
ろうか。10 年前にはブログしかなかった消費者の情報発信媒体は近年爆発的に増えている。
facebook、twitter、掲示板や比較サイトなど、現在消費者が評価情報を発信、もしくは利用
できるネットメディアは無数にある。電気量販店の店頭で商品を見ながらスマートフォンで
情報探索を行う消費者が利用するのは企業 HP ではなく、価格 .com のような比較サイトで
あることは容易に想像がつくであろう。そして、多様性の高い評価情報に触れることで、情
報の曖昧性による混乱が頻発しているのではないであろうか。青木他（2012）では、イン
ターネットの普及による問題点として、サイトの情報に対する信憑性やリスク判断を指摘し
ている。そのため、消費者の評価情報を用いて、曖昧性による混乱に焦点を当てた研究も求
められるであろう。
3 つ目には、複数のメディアを利用する情報探索経験を組み込んだ調査があげられる。こ
れまでにもテレビや新聞を見ながら気になった商品を E コマースや電話注文で購入する、と
いったメディアの組み合わせ接触 (7) は行われていたが、この消費者行動もスマートフォンの
普及によって拍車がかかっている。複数のメディア利用を考慮に入れたアンケート調査、も
しくは実験も今後の重要な研究課題として考えていきたい。
(7) 一定の時間に複数のメディアへ同時に接触する行動を指す（日経産業新聞 2011 年 12 月 6 日号）。
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5.　おわりに
情報過負荷という研究テーマは、マーケティングが古くから向き合い続けており、そし
てこれからますます対処が迫られる重要かつ困難な課題の 1 つであるが（須永 2010）、その
発生要因となる環境変化の速度はますます速まっている。加速する環境変化に呼応して、消
費者行動も変化を加速させていることは疑いないであろう。消費者の情報探索行動は多様化
と複雑化を進め、世代ごとの情報探索行動もこれまで以上に異なったものとなっていると考
えられる。現在について永井（2010）は、「消費者が初めて購買戦略を持つ時代が始まった」
と説明している。その時代に置いていかれることなく、現在の消費者が直面している「情報
過負荷による混乱」に迫るため、現象を細分化して実態に迫る研究が求められている。
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